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委
員

 
石

井
 

隆
一

 

検
討

の
方

向
（
案

）
に

関
す

る
発

言
 補

足
資

料
 

第
５

回
 

地
方

大
学

の
振

興
及

び
若

者
雇

用
等

に
関

す
る

有
識

者
会

議
 

（平
成

２
９

年
４

月
１

８
日

）
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1
8
歳

人
口

の
減

少
と

大
学

入
学

者
数

に
係

る
試

算
 

○
従

来
は

、
18

歳
人

口
の

減
少

を
大

学
進

学
率

の
伸

び
が

補
う

か
た

ち
で

６
０

万
人

/年
程

度
の

大
学

入
学

者
 

 
数

が
確

保
さ

れ
て

き
た

が
、

近
年

は
大

学
進

学
率

は
頭

打
ち

傾
向

に
あ

る
の

で
は

な
い

か
 

○
今

後
、

18
歳

人
口

の
さ

ら
な

る
減

少
が

見
込

ま
れ

、
大

学
進

学
率

が
頭

打
ち

傾
向

に
あ

る
こ

と
を

ふ
ま

え
る

と
 

 
大

学
入

学
者

数
も

減
少

せ
ざ

る
を

得
な

い
の

で
は

な
い

か
 

 
 

（長
期

的
に

は
50

万
人

/年
を

割
り

込
む

こ
と

も
想

定
さ

れ
る

の
で

は
な

い
か

）
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東
京

（
2

3
区

）の
学

生
数

に
係

る
試

算
 

○
東

京
（２

３
区

）に
所

在
す

る
大

学
（学

部
）に

在
籍

す
る

学
生

数
の

全
体

に
占

め
る

割
合

は
、

一
貫

し
て

高
ま

っ
て

 
 

き
て

お
り

、
現

状
で

も
１

８
％

程
度

を
占

め
て

い
る

。
近

年
の

東
京

（２
３

区
）に

お
け

る
大

学
定

員
の

増
加

傾
向

を
 

 
 

踏
ま

え
る

と
、

今
後

も
こ

の
傾

向
に

変
化

は
見

ら
れ

な
い

の
で

は
な

い
か

 
○

ま
た

、
仮

に
、

東
京

（２
３

区
）の

学
生

数
が

今
後

増
え

な
い

ま
で

も
、

現
状

の
規

模
（４

５
万

人
）が

維
持

さ
れ

る
と

 
 

し
た

場
合

、
大

学
入

学
者

数
の

減
少

に
よ

る
全

体
の

学
生

数
の

減
少

が
見

込
ま

れ
る

こ
と

を
考

慮
す

る
と

、
全

国
 

 
 

の
学

生
の

う
ち

２
割

を
こ

え
る

学
生

が
東

京
（２

３
区

）に
集

中
す

る
状

況
も

想
定

さ
れ

る
の

で
は

な
い

か
 

試
算

方
法

 
・ 

Ｈ
３

８
の

全
（学

部
）学

生
数

 
＝

 
 

（H
3

5
か

ら
H

3
8
ま

で
の

大
学

入
学

者
数

）/
（H

2
5
か

ら
H

2
8
ま

で
の

大
学

入
学

者
数

）×
H

2
8
の

学
生

数
 

・
 

Ｈ
４

８
の

全
（学

部
）学

生
数

 
＝

 
 

（H
4

5
か

ら
H

4
8
ま

で
の

大
学

入
学

者
数

）/
（H

2
5
か

ら
H

2
8
ま

で
の

大
学

入
学

者
数

）×
H

2
8
の

学
生

数
 

・
 

Ｈ
３

５
か

ら
Ｈ

３
８

、
Ｈ

４
５

か
ら

Ｈ
４

８
ま

で
の

大
学

入
学

者
数

は
前

頁
の

推
計

値
を

利
用

 
・ 

Ｈ
３

８
、

Ｈ
４

８
の

東
京

の
学

生
数

は
Ｈ

２
８

の
値

（
4

5
6
千

人
）
で

固
定

 
・ 

Ｈ
１

３
、

Ｈ
１

８
、

Ｈ
２

３
の

デ
ー

タ
は

文
部

科
学

省
「学

校
基

本
調

査
」を

基
に

作
成

 

近
年

の
東

京
（2

3
区

）の
大

学
の

定
員

増
減

の
状

況
 

文
部

科
学

省
公

表
資

料
か

ら
作

成
（

H
3

0
分

は
2

9
年

4
月

発
表

分
の

み
）

 

発
表

資
料

の
「
位

置
」
に

2
3
区

が
含

ま
れ

る
も

の
を

集
計

 
な

お
、

編
入

学
定

員
は

考
慮

せ
ず

医
学

部
を

含
む

 
 

定
員

増

（
名

）

定
員

減

（
名

）

計

定
員

増

（
名

)

増
員

大
学

数

（
校

）

減
員

大
学

数

（
校

）

Ｈ
２

５
2
,2

9
0

0
2
,2

9
0

2
4

0

Ｈ
２

６
1
,2

2
5

0
1
,2

2
5

1
3

0

Ｈ
２

７
1
,3

4
0

0
1
,3

4
0

1
4

0

Ｈ
２

８
9
5
2

▲
 6

9
4
6

9
1

Ｈ
２

９
4
,2

6
7

▲
 1

5
4
,2

5
2

2
4

1

Ｈ
３

０
2
,6

5
2

0
2
,6

5
2

1
3

0

計
1
2
,7

2
6

▲
 2

1
1
2
,7

0
5

9
7

2
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（
万

円
）

オ
フ

ィ
ス

減
税

雇
用

促
進

税
制

不
動

産
取

得
税

固
定

資
産

税
（
３

年
間

計
）

減
税

額
計

7
,2

0
0

1
0
0

2
,1

6
0

1
,5

9
6

1
1
,0

5
6

増
加

雇
用

者
1
0
人

中
5
人

分

4
,6

0
0

4
0

1
,5

6
0

1
,1

5
2

7
,3

5
2

増
加

雇
用

者
5
人

中
2
人

分

1
5
,3

2
0

2
0
0

4
,5

9
6

3
,3

9
7

2
3
,5

1
3

増
加

雇
用

者
1
0
人

分

7
,3

5
1

1
6
0

2
,2

0
6

1
,6

3
0

1
1
,3

4
7

増
加

雇
用

者
1
0
人

中
8
人

分

1
,7

3
6

9
9
0

52
1

38
5

3
,6

3
2

増
加

雇
用

者
9
人

分
[3

年
継

続
雇

用
]

Ａ
　

社
（
拡

充
型

）

Ｂ
　

社
（
拡

充
型

）

「
地

方
拠

点
強

化
税

制
」
に

よ
る

減
税

額
【
試

算
】

投
資

額
減

税
内

容
（
H

2
8
～

H
3
1
）

約
２

５
億

円

約
１

１
億

円

Ｅ
　

社
（
移

転
型

）
約

４
億

円

Ｄ
　

社
（
拡

充
型

）
約

１
８

億
円

Ｃ
　

社
（
拡

充
型

）
約

３
８

億
円

H
2
9
認

定
で

は
、

質
の

高
い

雇
用

の
場

合
、

税
額

控
除

額
を

1
人

あ
た

り
1
0
万

円
上

乗
せ

⇒
 減

税
額

1
5
0
万

円

H
2
9
認

定
（
質

の
高

い
雇

用
の

場
合

）
⇒

 減
税

額
6
0
万

円

平
成

2
9年

度
税

制
改

正
に

お
い

て
、

雇
用

促
進

税
制

の
拡

充
が

図
ら

れ
た

も
の

の
、

依
然

と
し

て
減

税
効

果
は

小
さ

く
、

地
域

に
お

い
て

若
い

世
代

が
安

心
し

て
働

け
る

質
の

高
い

雇
用

の
場

を
更

に
創

出
す

る
た

め
に

も
、

制
度

の
更

な
る

拡
充

が
必

要

H
2
9
認

定
（
質

の
高

い
雇

用
の

場
合

）
⇒

 減
税

額
1
,0

8
0
万

円

H
2
9
認

定
（
質

の
高

い
雇

用
の

場
合

）
⇒

 減
税

額
2
4
0
万

円

H
2
9
認

定
（
質

の
高

い
雇

用
の

場
合

）
⇒

 減
税

額
3
0
0万

円

4



「く
す

り
の

富
山

」未
来

創
造

・人
材

育
成

コ
ン

ソ
ー

シ
ア

ム
（仮

称
） 

 
 

 
 

 
 

 
 

富
山

県
内

の
医

薬
品

関
係

の
 

産
学

官
が

連
携

 

国
立

大
学

法
人

富
山

大
学

 
公

立
大

学
法

人
富

山
県

立
大

学
 

富
山

県
（薬

事
研

究
所

）
 

（
一

社
）
富

山
県

薬
業

連
合

会
 

国
の

医
薬

品
関

係
機

関
 

医
薬

品
に

関
す

る
産

業
と

関
係

機
関

の
集

積
を

活
か

し
、

県
内

の
大

学
と

医
薬

品
産

業
界

、
県

の
３

者
が

密
接

に
連

携
協

力
し

て
、

 
医

薬
・
バ

イ
オ

分
野

等
の

研
究

開
発

の
推

進
と

、
首

都
圏

等
の

学
生

を
対

象
に

し
た

実
践

的
な

教
育

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

提
供

に
取

り
組

む
 

連
携

 

国
立

医
薬

品
食

品
衛

生
研

究
所

（
国

衛
研

）
、

国
立

成
育

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

、
医

薬
品

医
療

機
器

総
合

機
構

（
P

M
D

A
）
等

と
連

携
 

Ｐ
Ｍ

Ｄ
Ａ

北
陸

支
部

 
国

衛
研

 

「医
薬

品
工

学
科

」新
設

 
和

漢
医

薬
学

総
合

研
究

所
 

・
理

・
工

・
医

・
薬

な
ど

の
学

部
に

加
え

、
附

属
病

院
や

全
国

唯
一

の
「
和

漢
医

薬
学

総
合

研
究

所
」を

備
え

る
総

合
大

学
 

・
先

進
医

療
や

創
薬

・
製

剤
の

課
題

に
 

  対
応

で
き

る
人

材
の

育
成

 

・
県

内
の

産
業

を
支

え
る

研
究

開
発

及
び

人
材

育
成

を
実

施
 

・
県

内
業

界
の

要
望

を
踏

ま
え

て
、

平
成

２
９

年
４

月
に

「医
薬

品
工

学
科

」
を

設
置

 
等

 
  既

存
の

生
物

工
学

科
も

バ
イ

オ
研

究
を

強
化

 

・
県

内
に

１
０

０
超

の
医

薬
品

製
造

所
。

特
に

、
点

眼
剤

・貼
付

剤
・
吸

入
剤

な
ど

の
特

殊
製

剤
の

製
造

所
が

所
在

 

・
国

内
の

代
表

的
な

医
薬

品
生

産
拠

点
を

形
成

 

・
都

道
府

県
立

で
は

全
国

唯
一

 
・
各

種
の

分
析

機
器

や
錠

剤
の

一
貫

試
作

 
  ラ

イ
ン

を
備

え
た

「
製

剤
開

発
・
創

薬
研

究
支

援
ラ

ボ
」
を

設
置

 
→

県
内

企
業

や
大

学
の

支
援

体
制

を
整

備
 

卒
業

生
の

就
職

率
1
00

％
（
平

成
2
5
～

2
7
年

度
）
 

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

構
成

 

全
国

か
ら

集
ま

る
学

生
・研

究
者

同
士

の
交

流
と

研
鑽

 

企
業

や
国

の
機

関
と

連
携

し
た

、
 

多
様

で
優

れ
た

講
師

に
よ

る
講

義
高

度
な

技
術

力
を

有
す

る
 

企
業

の
工

場
で

の
実

習
 

製
剤

の
一

貫
試

作
ラ

イ
ン

や
高

度
な

 
分

析
機

器
を

用
い

た
、

実
践

的
な

実
習

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

案
 

夏
季

休
暇

期
間

等
を

利
用

し
た

集
中

プ
ロ

グ
ラ

ム
又

は
ネ

ッ
ト

を
介

し
た

講
義

中
継

と
短

期
集

中
実

習
で

実
施

製
剤

試
作

ラ
イ

ン
 

高
機

能
な

質
量

分
析

計
 

高
速

液
体

ク
ロ

マ
ト

グ
ラ

フ
を

活
用

し
た

分
析

の
実

習
 

製
剤

開
発

・創
薬

研
究

支
援

ラ
ボ

 
先

端
的

な
製

造
所

 

特
に

人
材

育
成

に
つ

い
て

は
、

県
内

大
学

を
中

心
に

し
た

産
学

官
の

連
携

と
、

国
の

関
係

機
関

の
協

力
に

よ
り

、
首

都
圏

等
の

学
生

を
対

象
に

、
実

践
的

な
教

育
プ

ロ
グ

ラ
ム

を
提

供
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「く
す

り
の

富
山

」で
実

施
す

る
実

践
的

な
教

育
プ

ロ
グ

ラ
ム

 
富

山
県

の
産

学
官

の
結

集
と

国
の

関
係

機
関

と
の

連
携

に
よ

り
、

高
度

か
つ

実
践

的
な

教
育

プ
ロ

グ
ラ

ム
を

提
供

 

写
真

 

全
国

か
ら

集
ま

る
学

生
・
研

究
者

同
士

の
交

流
と

研
鑽

 
企

業
や

国
の

機
関

の
研

究
者

を
含

む
、

 
多

様
で

優
れ

た
講

師
に

よ
る

講
義

 

高
度

な
技

術
力

を
有

す
る

 
企

業
工

場
で

の
実

地
講

義
 

製
剤

の
一

貫
試

作
ラ

イ
ン

や
高

度
な

 
分

析
機

器
を

用
い

た
、

実
践

的
な

実
習

 

革
新

的
な

新
薬

・
新

製
剤

・ 

天
然

物
医

薬
品

の
創

出
 

創
薬

科
学

 
バ

イ
オ

・製
薬

化
学

工
学

 

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

案
 

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

構
成

 
製

剤
試

作
ラ

イ
ン

 
高

機
能

な
質

量
分

析
計

 
高

速
液

体
ク

ロ
マ

ト
グ

ラ
フ

を
活

用
し

た
分

析
の

実
習

夏
季

休
暇

期
間

等
を

利
用

し
た

集
中

プ
ロ

グ
ラ

ム
又

は
ネ

ッ
ト

を
介

し
た

講
義

中
継

と
短

期
集

中
実

習
で

実
施

 

革
新

的
な

新
薬

・
新

製
剤

・天
然

物
医

薬
品

の
創

出
 

【
総

括
機

関
】
 

富
山

大
学

 

大
学

院
理

工
学

教
育

部
、

大
学

院
医

学
薬

学
教

育
部

、
和

漢
医

薬
学

総
合

研
究

所
 

＜
プ

ロ
グ

ラ
ム

総
括

、
講

義
実

施
＞

 

【
連

携
機

関
】
 

富
山

県
薬

事
研

究
所

 
＜

実
習

（
製

剤
作

製
）実

施
＞

富
山

県
薬

業
連

合
会

 
＜

講
義

協
力

、
実

習
（見

学
）
実

施
＞

国
立

医
薬

品
食

品
衛

生
研

究
所

＜
講

義
協

力
（
天

然
物

医
薬

品
）＞

国
立

成
育

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

＜
講

義
協

力
（
小

児
用

医
薬

品
）
＞

 
医

薬
品

医
療

機
器

総
合

機
構

 ＜
講

義
協

力
（
薬

事
規

制
等

）＞
 

等
 

富
山

大
学

 
 大

学
院

理
工

学
教

育
部

 
 大

学
院

医
学

薬
学

教
育

部
 

 和
漢

医
薬

学
総

合
研

究
所

 

富
山

県
薬

事
研

究
所

 
 ＜

実
習

（
製

剤
作

製
、

分
析

）実
施

＞
 

富
山

県
薬

業
連

合
会

 
 ＜

講
義

協
力

、
実

習
（
見

学
）実

施
＞

 
医

薬
品

医
療

機
器

総
合

機
構

 
  
  
＜

講
義

協
力

（
薬

事
規

制
等

）
＞

 
国

立
医

薬
品

食
品

衛
生

研
究

所
  
  
＜

講
義

協
力

（
天

然
物

医
薬

品
）
＞

 
国

立
成

育
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
  
  
  

＜
講

義
協

力
（
小

児
用

医
薬

品
）＞

 

【
総

括
機

関
】
 

【
内

容
・
目

的
】
 

【
連

携
機

関
】
 

富
山

県
薬

事
研

究
所

 
＜

実
習

（製
剤

作
製

、
分

析
等

）実
施

＞
 

富
山

県
薬

業
連

合
会

 
＜

講
義

協
力

、
実

習
（見

学
）実

施
＞

 

医
薬

品
医

療
機

器
総

合
機

構
 

＜
講

義
協

力
（薬

事
規

制
等

）＞

国
立

医
薬

品
食

品
衛

生
研

究
所

 
＜

講
義

協
力

（天
然

物
医

薬
品

）＞

国
立

成
育

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

 
＜

講
義

協
力

（小
児

用
医

薬
品

）＞

バ
イ

オ
医

薬
品

・化
学

合
成

 
原

薬
の

製
造

技
術

開
発

 

富
山

県
立

大
学

 
 工

学
部

 
 生

物
工

学
科

 
  
医

薬
品

工
学

科
 

病
気

の
原

因
と

な
る

バ
イ

オ
マ

ー
カ

ー
（生

体
内

の
物

質
）を

分
析

し
、

薬
理

作
用

の
あ

る
物

質
を

発
見

す
る

研
究

や
原

因
物

質
の

働
き

を
抑

え
る

研
究

な
ど

、
 

新
し

い
医

薬
品

の
創

出
に

向
け

た
研

究
を

支
援

 

医
薬

品
に

含
ま

れ
る

微
量

な
不

純
物

な
ど

の
性

質
や

量
を

迅
速

に
測

定
し

、
新

し
い

医
薬

品
の

開
発

や
製

造
管

理
、

品
質

管
理

の
向

上
を

支
援

 

県
薬

事
研

究
所

「未
来

創
薬

開
発

支
援

分
析

セ
ン

タ
ー

」
の

活
用

に
よ

る
支

援
内

容
 

蛋
白

質
、

脂
質

、
糖

質
等

 

6



ア
ル
ミ
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
の
設
置

 

企
業
間
連
携
に
よ
る
新
分
野
展
開
を
、
産
学
官
金
が
連
携
し
支
援

 

富
山
県
機
電
工
業
会

 
産
業
ビ
ジ
ョ
ン
提
言

 

県
も
の
づ
く
り

 
研
究
開
発
セ
ン
タ
ー

 
<
鳥
山
所
長
、
冨
田
中
央
研
究
所
長
、
山
岸
主
任
研
究
員

>
 

富
山
県
立
大
学

 
<
中
川
教
授

>
 

試
作
・
評
価
設
備
の
大
幅
拡
充

 
熱
設
計

 シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
技
術

 

産
 

官
 

富
山
大
学

 
先
端
材
料
研
究
セ
ン
タ
ー

 

ラ
ボ
レ
ベ
ル
で
、
ア
ル
ミ
全
て
の
技
術
分
野
を
研
究

(人
材
・
設

備
) 

材
料
開
発

 
<
松
田
教
授

>
 

表
面
改
質

 
<
佐
伯
教
授

>
 

物
性
評
価

 
<
西
村
教
授

>
 

リ
サ
イ
ク
ル

 
<
松
田
教
授

>
 

塑
性
加
工

 
<
髙
辻
教
授

>
 

鋳
造

 
<
才
川
教
授

>
 

接
合

 
<
柴
柳
教
授

>
 

腐
蝕
・
防
蝕

 
<
砂
田
教
授

>
 

ア
ル
ミ
の
「水
素
へ
の
安
定
性
」
 

ア
ル
ミ
の
「高
い
熱
伝
導
性
」 

ア
ル
ミ
の
「軽
量
性
」
 

学
 

県
内
企
業
が
、
全
国
で
唯
一
、
輻
射
に
よ
る
空
調
シ
ス
テ
ム

(水
の
熱
を
ア
ル
ミ
で
伝
導

)を
開
発
･販
売
。
 

①
鉄
鋼
製
の
自
動
車
車
体
を
ア
ル
ミ
に
置
き
換
え
、
②

新
幹
線
の
車
体
を
ア
ル
ミ
か
ら
マ
グ
ネ
シ
ウ
ム
に
置
き
換

え
。
 
 
※
マ
グ
ネ
は
、
ア
ル
ミ
の
約
７
割
の
重
さ

 

ハ イ ド ロ フ ォ ー ミ ン グ 
( 風 船 を 膨 ら ま せ る よ う な 方 法) 

ア
ル
ミ
 

ビ
レ
ッ
ト

 

金
型

 

パ ン チ 

(間
接
押
出
法

) 

富
山
県
の
強
み
で
あ
る
ア
ル
ミ
ビ
レ
ッ
ト

(素
材

)、
ア
ル
ミ
押
出
の
技

術
を
活
か
し
、
低
コ
ス
ト
で
大
容
量
の
水
素
タ
ン
ク
を
開
発
。
 

水
素
用
高
圧
タ
ン
ク
の
例

 

ア
ル
ミ
パ
ネ
ル

 

出
典
：

N
E
D

O
プ
レ
ゼ
ン
資
料

 
出
典
：
ト
ヨ
ッ
ク
ス

H
P

 

ア
ル
ミ
の
特
性
を
活
か
し
た

 
新
分
野
展
開

 
※
現
状
の
ま
ま
で
は
、
ア
ル
ミ
産
業
が
衰
退

 

富
山
大
学

 
高
辻
教
授

 

県
立
大
学

 
中
川
教
授

 
も
の
づ
く
り
セ
ン
タ
ー

鳥
山
所
長
等
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新
幹

線
に

マ
グ

ネ
シ

ウ
ム

合
金

を
活

用
 

ア
ル
ミ
の
「水
素
へ
の
安
定
性
」 

ア
ル
ミ
の
「高
い
熱
伝
導
性
」
 

ア
ル
ミ
の
「軽
量
性
」
 

県
内
企
業
が
、
全
国
で
唯
一
、
輻
射
に
よ
る
空
調
シ
ス
テ
ム

(水
の
熱
を
ア
ル
ミ
で
伝
導

)を
開
発
･販
売
。

 

①
鉄
鋼
製
の
自
動
車
車
体
を
ア
ル
ミ
に
置
き
換
え
、
②

新
幹
線
の
車
体
を
ア
ル
ミ
か
ら
マ
グ
ネ
シ
ウ
ム
に
置
き
換

え
。
 
 
※
マ
グ
ネ
は
、
ア
ル
ミ
の
約
７
割
の
重
さ

 

富
山
県
の
強
み
で
あ
る
ア
ル
ミ
ビ
レ
ッ
ト

(素
材

)、
ア
ル
ミ
押
出
の
技

術
を
活
か
し
、
低
コ
ス
ト
で
大
容
量
の
水
素
タ
ン
ク
を
開
発
。
 

水
素

用
高

圧
タ

ン
ク

イ
メ

ー
ジ

 

ア
ル
ミ
パ
ネ
ル

 

出
典
：
ト
ヨ
ッ
ク
ス

H
P

 

富
山
大
学

 
高
辻
教
授

 

県
立
大
学

 
中
川
教
授

 

も
の
づ
く
り
セ
ン
タ
ー

鳥
山
所
長
等

 

燃
料

電
池

自
動

車
（F

C
V

)の
応

用
イ

メ
ー

ジ
 

輻
射

空
調

の
イ

メ
ー

ジ
 

電
動

サ
ー

ボ
プ

レ
ス

機
 

（
2

,0
0

0
kN

）
 

マ
ル

チ
マ

テ
リ

ア
ル

接
合

 

（
鍛

造
接

合
）

 

摩
擦

撹
拌

接
合

（
FS

W
) 

レ
ー

ザ
ー

加
工

 
な

ど
も

活
用

 

マ
グ

ネ
シ

ウ
ム

 

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

 

押
出
加
工
解
析

 

（
富
山
大
）

 

ア
ル
ミ
加
工
プ
ロ
セ
ス

 

（
富
山
大
）

 

電
力

分
野

（燃
料

電
池

発
電

） 
輸

送
分

野
（水

素
の

輸
送

）
 

冷
水

（
冷

房
）

 
温

水
（
暖

房
）

 

冷
房

：
夏

に
洞

窟
な

ど
で

感
じ

る
ひ

ん
や

り
と

し
た

感
じ

 
暖

房
：
冬

の
日

な
た

ぼ
っ

こ
 

も
の

づ
く
り

研
究

開
発

セ
ン

タ
ー

 

マ
ル

チ
マ

テ
リ

ア
ル

接
合

技
術

 

＋
 

富
山

大
学

 

溶
接

・
接

合
技

術
 

本
県
の
強
み
で
あ
る
マ

グ
ネ
シ
ウ
ム
合
金
押
出

技
術
を
活
用

 

解
析
結
果
を
加

工
に
反
映

 

燃
料

電
池

 
水

素
 

タ
ン

ク
 

酸
素

 
（
空

気
）

 

水
 

モ
ー

タ
ー

 

水
素

社
会

イ
ン

フ
ラ

へ
の

展
開

 

人
工
衛
星
表
面
の
温
度
差

を
抑
制
し
、
耐
久
性
を
向
上

 

さ
ら
な
る
応
用
展
開
！

 

連
 

携
！

 

H
2

C
FR

P
な

ど
で

補
強

 
ア

ル
ミ

 

FC
V

用
と

し
て

！

H
2

H
2

 

H
2

大
型

化
へ

！
 

異
種

材
料

を
 

一
体

化
！

 

日
な

た
と

日
陰

の
温

度
差

 

2
4

0
度

以
上

！
 

日
な

た
：

12
1度

 
日

陰
：
－

1
21

度
 

さ
ら
な
る
応
用
展
開
！

 

さ
ら
な
る
応
用
展
開
！

 

①
参

加
大

学
の

募
集

 
②

研
究

開
発

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

へ
の

学
生

受
け

入
れ

（
例

え
ば

、
5
日

2
単

位
） 

③
も

の
づ

く
り

開
発

の
現

場
体

験
（
県

内
外

の
大

学
と

協
議

） 
研

修
後

、
大

学
・
参

加
者

へ
の

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
等

を
通

じ
、

県
内

企
業

へ
の

就
職

に
つ

な
げ

る
 

ア
ル
ミ
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム

 
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
（
案
）
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県
総

合
デ

ザ
イ

ン
セ

ン
タ

ー
の

新
た

な
展

開
 

【
富
山
デ
ザ
イ
ン
人
材
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
形
成
事
業
】(

2
0

1
6
年
度
）

 

○
県
内
は
も
ち
ろ
ん
、
大
都
市
圏
の
デ
ザ
イ
ン
系
大
学
の
教
員
が
、

県
内
工
房
を
視
察

・富
山
大
学

(芸
文
学
部

)、
武
蔵
野
美
術
大
学
、
東
京
工
業
大
学
、

 法
政
大
学
、
多
摩
美
術
大
学
、
東
京
藝
術
大
学
ほ
か

 
 
 
 
（
１
１
大
学
１
２
名
の
教
授
と
連
携
）

 

○
富
山
大
学
の
学
生
参
加
に
よ
る
産
学
官
連
携
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

・参
加
：

 
富
山
大
学
芸
術
文
化
学
部

 
学
生
２
３
名
（
３
～
４
年
生
）

 

・講
座
：

 
全
１
５
回
（
２
０
１
６
年
１
０
月
～
翌
１
月
）

 

・協
力
企
業
：
助
野

(株
)（

靴
下
製
造
）

 

＜
内
容
＞

 
・ 富
山
大
学
の
担
当
教
授
の
授
業

 
 「
製
品
評
価
法
」に
位
置
付
け

 
 

 
→
単
位
付
与
（
２
単
位
）

 
・助
野
㈱
と
学
生
が
共
同
し
、
「ギ
フ
ト
」を

 
テ
ー
マ
に
新
た
な
靴
下
を
開
発
。
 

合
同
検
討
会

 

【
今
後
の
取
組
み
の
方
向
性
】
（

2
0

1
7
年
度
）

 

○
県
総
合
デ
ザ
イ
ン
セ
ン
タ
ー
が
、
富
山
大
学
と
、

首
都
圏
等
の
デ
ザ
イ
ン
系
大
学
も
含
め
、

ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
の
開
催

（
参
加
大
学
）

 富
山
大
学
、
武
蔵
野
美
術
大
学
、
東
京
藝
術
大
学
、
 

 法
政
大
学
、
長
岡
造
形
大
学
な
ど
 

 
 
（
県
内
企
業
）

 
 能
作
㈱
、
三
協
立
山
㈱

 
 ㈱
二
上
、
㈱
松
井
機
業
な
ど
 

○
首
都
圏
大
学
等
と
の
教
育

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
協
議
・
検
討

 
 
・授

業
へ
の
位
置
付
け

 
 
 
・イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ

 
 
 
・ネ
ッ
ト
講
座
等

 

能
作

と
フ

ラ
ン

ス
デ

ザ
イ

 
ナ

ー
と

の
コ

ラ
ボ

（
食

器
）
 

三
協

立
山

㈱
の

ア
ル

ミ
製

の
パ

ネ
ル

台
（
金

屋
町

楽
市

）
 

多
く
の
県
内
企
業
の
、
保

養
所
等
で
の
滞
在
可
能

 

○
台
湾
デ
ザ
イ
ン
セ
ン
タ
ー
と
の
連
携

 
商
品
開
発
・
販
路
開
拓
の
連
携
に

 
つ
い
て
、
覚
書
を
締
結
（

2
0
1
6
年

8
月

1
0
日
）

 

ア
ジ
ア
マ
ー
ケ
ッ
ト
開
拓
第
一
弾

!!
 

○
デ
ザ
イ
ン
交
流
創
造
拠
点
の
整
備

国
内
外
か
ら
若
手
デ
ザ
イ
ナ
ー
等
が
集
い
、
 

連
携
交
流
を
行
う
デ
ザ
イ
ン
拠
点

 

○
世
界
展
開
の
支
援
、
産
業
観
光
で
連
携

・
デ
ザ
イ
ン
に
よ
る
製
品
開
発
を
引
き
続
き
支
援

 
・
能
作
の
新
社
屋
（

4
月
竣
工
）
と
商
品

 
  
開
発
・
産
業
観
光
で
連
携

 

2
0

1
7
年

1
1
月
オ
ー
プ
ン
予
定

 

国
際
北
陸
工
芸
サ
ミ
ッ
ト
（
仮
称
）

 
第

1
回
目

 
富
山
・
高
岡
で

2
0
1
7
年

1
1
月
に
開
催

 

◎
人
材
育
成
に
は
、
実
際
の
素
材
や
加
工
技
術
を
学
生
に
教
え
る
こ
と
が

 
 必
要
不
可
欠

 
 武
蔵
野
美
術
大
学

 長
澤
学
長

 

◎
学
生
の
教
育
に
デ
ザ
イ
ン
セ
ン
タ
ー
の
商
品
開
発
ラ
ボ
を
活
用
し
た
い

 
東
京
工
業
大
学

 真
野
准
教
授

 

デ
ザ
イ
ン
拠
点
を
目
指
し
た
取
組
み

 

 
デ
ザ
イ
ン
系
大
学
と
の
連
携
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「地方大学の振興及び若者雇用等に関する有識者会議」 

検討の方向（案）への意見 

宇都宮大学 石田朋靖 

２．基本的な問題認識 (1)大学のガバナンスについて、下記の意見を提出いたします。 

・大学、特に地方の国立大学は、「総花主義」、「平均点主義」のため、どの分野に的を絞

って人材育成を目指しているのか、特色が見えないと言われている。 

 本問題認識が、地方国立大学の総合性を否定するのであるとするなら、疑問を持たざる

を得ない。 

地方国立大学が地域における知の拠点として役割を果たし続ける以上、“総合デパート”

的に広い学問分野を有する事は不可欠である。地域におけるシンクタンク機能、あるいは

地域の産官学のネットワークのハブ的機能、地方の高校生が幅広く学べる場としての機

能、さまざまな観点からして、地方国立大学が持つ総合的な教育・研究分野の資産を否定

するようなことには同意できない。特に、地方創生にこそ文理を超えた総合的人材が必要

であり、地方において幅広な学問分野を学ぶ場がある意義は極めて高く、また、学べる分

野を絞りすぎてしまうことは、進学時に高校生の流出を促すことにもつながる 

一方で、それぞれの地域のニーズも踏まえた、地方国立大学の資産を十分に活かした特

長や強み積極的に強化すべきことは重要である。国立大学の機能別分化が進む中、多くの

地方国立大学で新学部・新学科設置等の組織改革も含め、積極的に地域ニーズを意識した

学問分野の再構成や人材育成を進めている。こうした動きを経済的な面も含め、支援・応

援する必要がある。 

なお、「３．大学改革の方向性 （２）地方の特色ある創生に向けた地方大学等の対応」

の観点はどれも重要と考える。こうした対応のためにも、地方国立大学が持つ幅広な学問

分野が有効に活かされるべきであり、近視眼的にある特定分野だけに特化すべきではない

と考える。 

（参考） 総合デパートとしてだけでなく、地方のニーズも踏まえ特長や強みを強化す

る必要。（ ４／３会議に提出した石田の意見） 

・地方大学は、産業構造の変化（産業のサービス化、知識集約化等）に対応できておらず、

成長分野のビジネスや地方産業につながる人材育成、研究成果の創出がなされていない。 

こうした観点が、地方大学だけの問題なのか疑問である。また、上にも述べたが、多く

の地方国立大学で積極的に地域ニーズを意識した学問分野の再構成や人材育成を積極的

に進め始めている。ただ、大学における教育や研究におけるあらたな試みは、その効果・

成果が見えてくるのに時間遅れがある。 
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「地方大学の振興及び若者雇用等に関する有識者会議」への意見 

早稲田大学総長 鎌田 薫 

Ⅰ．地方創生のための本質的課題 

○『まち・ひと・しごと創生総合戦略（2016改訂版）』に示す「時代に合った地域をつくる」

という地方創生のための施策は、地方での雇用の創出と大都市圏を含む大学の活用が重

要であり、産官学連携のもとに若者が地方に定着する「人的好循環」を生む仕組みをど

のように作るかについての議論がなされてこそ実効性を持つ。 

※「時代に合った地域をつくる」ことが実現されなければ、様々な規制を伴う施策によ

って、仮に「地方から東京への流出」を止めることができたとしても、「地方から東

京以外の地域への流出」が止まるとは限らない。 

※若者の東京を含む大都市圏への集中は、大学進学時のみがきっかけとはいえず、就職

時においても多大な影響を与えている。 

※大学・学部の新増設の抑制等の規制を伴う施策の遂行は、私立大学の自主性に基づい

た多様性を阻害し、大学への進学希望者の「好きなところで、好きなことを学ぶ」

という基本的な権利を奪いかねない。より高い教育研究環境で学びたい、選りすぐれ

た学生たちと切磋琢磨する機会を得たいというのは高校生の自然な欲求であり、そう

した高校生を引きつけるための各大学の改革を不合理に制約すべきではない。むしろ、

大都市・地方を問わず、魅力ある大学を目指す改革の支援に力を注ぐべきであろう。 

Ⅱ．東京に所在する大学の学生数 

○ 都道府県別に四年制大学の学生数の増加率（平成14年～平成28年）を見ると、東京の学

生数だけが突出して増加しているわけではなく、東京以外にも学生数を着実に増加させ

ている府や県はある。【図１】 

○ 東京都の学生・生徒数、学校数の推移（平成14年～平成28年）を見ると、東京の四年制

大学の学生数の増加要因は、99％が女子学生の増加（主に短期大学からの移行）による

ものである。【図２】 

○ 東京の四年制大学・短期大学の学生数、専修学校・各種学校の生徒数の総計は、ここ15

年間（平成14年～平成28年）で減少しており、四年制大学の学生の増加数より短期大学

及び専修学校・各種学校の学生・生徒の減少数のほうが多い。これを学校数で見ると、

東京の四年制大学の学校数が21校増加したものの、そのうち15校は短期大学からの移行

であり、その他は、少子高齢化やＩＴ化等の社会的ニーズに対応した分野の創設が主で

ある。また、短期大学は31校減少（四年制大学移行を含む）、専修学校・各種学校は

103校の減少となっている。【図２】「専門職業大学」の創設も、大学・短期大学・専

修学校からの移行が中心で、総学生数の大幅な増加はもたらさないものと推測される。
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○ なお、近時、私立大学の定員増申請が相次いでいるが、その大部分は、現状において入

学定員を上回る学生を入学させてきた大学が定員数を実入学者数に合致させることで入

学定員超過による補助金削減を回避しようとするものであって、実入学者増をもたらす

ことにはならないと推測される。

○ 四年制大学の入学定員充足率と都道府県等別の新規求人倍率、一人当たりの県民所得の

相関を見てみると、入学定員充足率が高い四年制大学が立地する都道府県や地域は、新

規求人倍率や一人当たり県民所得も高いことがわかる。若者の将来を見据えた卒業後の

就業環境等が大学選びに影響を与えることが大きいと予想される。【図３】

Ⅲ．私立大学の学生数と財政構造 

私立大学は、文科系、理工科系や医歯科系のほか、そのいずれにも分類できない学際的な

学部など、様々な学部・学科を設置するとともに、急速な大学進学者の増大や外国人留学生

の増加等に応じた受入態勢の整備などを通じて、時代の要請に対応し、現状で大学生の約８

割が私立大学に在学するに至っている。わが国の大学教育はこれまで、私立大学が中心とな

って支えてきたと言っても過言ではない。 

私立大学は、それぞれの大学の経営努力によって不断の改革を進めているが、その財政構

造は、学生の納付金に大きく依存しているため、「大学・学部の新増設に係る制限」は、私

立大学の経営を圧迫し、教育改革や研究体制整備を阻害する要因となる。 

（１）財政構造について 

○ 私立大学の財政は、学生からの納付金を主な収入（69％）とし、学生数が減少す

れば経営が悪化するというシンプルな構造になっている。【図４】

○ 私立大学の授業料額は、文系で国立大学の2倍、理系で3倍に達しており、これ以

上の値上げは極めて困難である。

○ 私立大学の学生納付金以外の収入としては、補助金、寄付金、資産運用収入、受

託事業収入などがあるが、納付金の次に比率の高い各種補助金（12％）につい

ても、私立大学等経常費補助金における一般補助は学生数が交付額算定の要素

になっており、学生数の増減が直接に経営に影響を与えることになる。

○ 私立大学は、時代の要請の応じて学部・学科を改組しようとするならば、授業料

を大幅に値上げすることができない環境の下では、学生数を大幅に増やす以外

に改組費用をまかなう途がない。そのような状況において、入学定員に厳格な

制約が課されるならば、新しいチャレンジによるイノベーションは生まれにく

い。

（２）補助金について 

○ 私立大学等経常費補助金における補助割合は、私立学校振興助成法の付帯決議に

おいて「速やかに２分の１とする」とされたにもかかわらず、昭和55年

（29.5％）をピークに減り続け、平成27年度は9.9％へと減少の一途を辿ってい

る。
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○ 国の競争的資金（国公私立を通じた大学教育再生の戦略的推進に関する政府予算）

も減少傾向にあり、そのうちの地方創生予算である「地（知）の拠点大学によ

る地方創生推進事業（ＣＯＣ+）」では、国私間で採択率等に大きな格差（採択

割合：国立86％、私立5％ 採択率：国立97％、私立20％）がある。【図５、６】

○ 国の私立大学に対する規制（主として入学定員管理）は、私立学校振興助成法に

よる私学助成の大幅拡充との引き替えによって導入・強化されてきた。私学助

成が私立学校振興助成法成立前の水準にまで落ち込んでいる一方で、規制のみ

を大幅に強化することは容認しがたい。

○ 学生一人当たりの公財政支出額は、国立大学218万円に対し、私立大学17万円と

いう、不合理に大きな格差がある。経常費補助金の水準が上記のようなもので

あれば、私学助成が削減されても、入学定員を大幅に上回る学生を入学させる

方が有利であるという判断をする大学を生じさせかねない。

Ⅳ．「時代に合った地域をつくる」ための仕組みづくりと特別地方創生予算の確保 

〇 地方経済の衰退による地方の雇用減少の結果、東京に就職する若者が増えている。“東

京で就職するなら、東京の大学が有利”という流れが、地方の少子高齢化を加速させか

ねない。そのため、東京で学んだ学生が地方に定着するよう、人的好循環を実現する仕

組みを作ることが重要である。 

○ 地域の活性化には、多様な価値観をもつ人々の知恵を持ち込むことが必要であり、地域

の風土や伝統の枠内のみに留まっていたのではイノベーションは生まれない。多様な人

材の参入、あるいは少なくとも地域外の様々な知恵を身につけて地域に戻ってくる人材

の活動が必要である。そうした人材の必要性は、個々の地域の発展の歴史をみても明ら

かであり、約８割の学部学生を擁する私立大学は、地方経済に好循環をもたらす人材を

供給する役割を果たし得る立場にある。

〇 「時代に合った地域をつくる」ためには、当該地域に立地する大学が地元のためにでき

ることのみならず、地域外に立地する大学が当該地域のために何ができるかを検討する

ことが必要不可欠である。大学間の交換協定に基づく学生や教員の相互交流、地方での

インターンシップの実施、地方連携教育プログラムの開発、Ⅰターン、Ｕターン、Ｊタ

ーンなどの就職支援、具体的な地方活性化を推進する産学官連携プラットフォームの構

築など、多様で柔軟性のある私立大学の機能を活用することで産官学の連携による施策

を講ずることと、そのための財源を確保することが重要である。 

○ 東京にある大学と地方との間に、地方の抱える問題を正しく認識させる教育の実施、イ

ンターンシップや就職の斡旋などを通じた緊密な連携を構築するためには、大学側には、

大学と全国の地方自治体・地方企業との協力関係を構築し、適切な教育プログラムを立

案し、実施することに専念する教職員が必要であり、地方の側には、全国の大学との交

渉窓口となるプラットフォームを構築することが望まれる。そのための財政措置、制度

構築を期待する。

以 上 
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図４ 私立大学の財政構造（平成 26 年度） 

 

 

 

図５ 国の競争的資金の政府予算推移（平成 24 年度～平成 29 年度） 

図６ 地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC＋）の採択割合と採択率（国公私別：平成 27 年度） 

（参考）国立大学の財政構造（平成 26 年度） 

帰属収入 
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経常収益 

3 兆 702 億円 
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10,828 億円 

35％ 

附属病院収益 
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4,272 億円 

14％ 

学生納付金収益 
3,407 億円 

11％ 
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2,256 億円 

7％ 

学生生徒等納付金 
26,054 億円 

69％ 

補助金 
4,573 億円 
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事業収入 
1,806 億円 

5％ 

その他 
1,765 億円 5％ 

手数料 
880 億円 

2％ 

寄付金 
1,461 億円 4％ 

資産運用収入 
945 億円 3％ 

全採択件数（42 件）における採択割合 

国立 
86％（36 件） 

私立 
5％ 

（2 件） 

公立 
9％ 

（4 件） 

採択率（採択数／申請数） 

20%
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（出典）私立：日本私立学校振興・共済事業団「今日の私学財政（平成 27 年度版）」507 大学（医歯系法人を除く）の消費収支

計算書を元に日本私立大学連盟事務局作成 

国立：文部科学省「国立大学法人等の平成 26 事業年度決算について」を元に日本私立大学連盟事務局作成 

  ※国立の競争的資金等は、補助金等収益、受託研究等収益等、寄附金収益、研究関連収益の合計額 

（出典）文部科学省「国公私立大学を通じた大学教育改革の支援の充実等」予算（H24～H26）、「国公私立大学を通じた大学教

育再生の戦略的推進」予算（H27～H29）を元に連盟事務局作成 

（出典）文部科学省平成 27 年度「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業(COC+)」申請状況及び選定状況を元に日本私立

大学連盟事務局作成 
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平成２９年４月１８日

金沢工業大学 黒田壽二

「地方大学の振興及び若者雇用等に関する有識者会議」への意見

４．取り組みの方向性

（１）地方大学の振興

  地方の大学には、国立大学、公立大学及び私立大学があり、それぞれに経営形

態やガバナンスの在り方、特徴も異なっている。したがって、国公私を一律に論ず

ることは避けるべきである。特に私立大学は建学の精神、理念を中心に据え特色あ

る教育を行い更には地域における産業界、地方自治体や地域住民と協力してきめ細

かな地域活性化に力点を置いて活動している。（その内容の一部は「明日を拓く私

立大学の多様で特色ある取り組み」日本私立大学団体連合会編纂に記されている） 
①に記された首長のリーダーシップについては、その地域における総合的施策の

推進を図る意味で重要性を持ち、大学と産業界、地方自治体が連携した「コンソー

シアム」を構築し地方行政、地場産業の活性化につながるものであると考える。（石

川県では「公益社団法人大学コンソーシアム石川」がすでに活動している）

②国公私の協力体制には、「組織」対「組織」の連携は重要であり、その基盤と

なる「プラットホーム」を構築すべきであると考える。

③国立大学については、人口減少期を迎えて、全国一律の地方貢献ではなく、そ

の地域に合った施策を打ち出すべきであり、地方公立大学とは違った広い視野で広

域的（道州制）政策を打ち出すべきである。また、国立大学は法人化されたとはい

え、国立大学を設置するとしていることから、国策としての大学であることを再認

識すべきであると考える。

私立大学の統廃合もさることながら、国立大学の統廃合を先行して実施すべきで

あると考える。

④専門職大学が制度化された場合は、実践的職業教育を専らの使命とする大学は、

専門職大学に速やかに移行できるようにすべきであると考える。

（２）東京の大学の新増設の抑制

①大学志願者を 18 歳に限定した場合は、18 歳人口が 110 万人となった時は大

学の入学者定員は大学志願者定員を上回り全員入学しても定員を満たすことがで

きなくなる。したがって、東京圏の定員を増やす政策には賛同できない。しかし時

代の変化において、新しい分野の学部学科の新設は必要と考えるが、この場合はス

クラップアンドビルドを徹底すべきと考える。

②サテライトキャンパスの設置については、安易に認めることは、かつての「大

店法」の改正で地域の商店が閉鎖に追い込まれたことを連想する。よほどの必要性

を精査する必要があると考える。

③地方の中小規模大学は経営が苦しさを増す中でしっかり頑張っているところ

が多くあり、そのような大学には、何らかの財政支援ができるよう、現在の助成金

制度を改革が必要と考える。
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2 

④国立大学と私立大学の学生一人当たりの公財政支出を比べると国立大学の学

生には 218 万円、私立大学の学生には 17 万円とその差は１３：１となっている。

この差は是正すべきと考える。また、国立大学は運営交付金の中から３割の学生に

対し学費免除を行っているが、国民の税金であることを考えると不条理ではないか。

学生納付金で賄っている私立大学ではとてもまねできない。

以上
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第５回地方大学の振興及び若者雇用等に関する有識者会議 意見書 

平成 29 年 4 月 18 日 

株式会社経営共創基盤 

代表取締役 CEO 冨山和彦 

１．問題意識

・大学の首都圏集中が若年層の首都圏集中（地方の空洞化）を促していること自体が

問題なのではない。

・真の問題は首都圏へ出て行った若者の大半（≒平均的な大学進学者）が、首都圏で

高所得・安定雇用の仕事に就けず、結果的に正規・非正規を問わず低賃金・不安定雇

用の職場で、首都圏の高生活費（特に住宅費）と厳しい子育て環境（保育園不足と長

い通勤時間）の問題もあり、結婚もできず、子供も作れなくなっていること。

・裏返して言えば、地方の若者が地元において経済的にも社会的にも充実した人生を

送ることが出来るようにするための高等教育機関が地方に充実していないことと、多

くの若者とその親たちが東京での就職とその後の人生に大いなる幻想を抱いているこ

と、そして何よりも地方において充実した人生を送ることが出来る職場（賃金と雇用

の安定）を提供できる企業が多くないことが、相互に悪循環を起こしていること。

２．大学（高等教育）の根本課題

・東京、地方を問わず、大学の高等教育機関としてのあり方が、変化する産業構造の

実態（産業のサービス化、知識集約化）に対応できておらず、卒業生の長期的な労働

生産性（≒賃金）の向上に貢献できなくなっていること

・東京、地方を問わず、大学の大衆化（大学進学率は約 6 割）の現実と、「学問の最高

府」という大学の建前があまりにもかい離し、学術研究面でも、実践教育面でも、中

途半端な大学が大半になっていること

３．解決の方向性・・・G 型大学と L 型大学を基本に多様化、差異化を急げ 
・G 型大学：世界水準の学術研究をリアルに目指す一部の大学や学部、あるいは真に

世界のトップ水準のグローバルトップエリート人材輩出（そこからグローバルメガベ

ンチャー企業も輩出）をリアルに目指す一部の大学や学部（学校教育法ができた当時、

大学進学率が 10％程度だった時代とほぼ同じ大学像でいける少数の大学） 
・L型大学：地域に根差して地域を支える仕事（地域密着型の産業や企業で働く人々≒

就労者の約 8 割）に就労して生きていく人材に対して実践的な基礎能力教育や、生涯

教育的に最新の技能教育を行うことを主眼とする大多数の大学群
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４．地方大学は何を目指すべきか

・大半の地方大学（私学、国公立を問わず）が、地域の実情、特性に鑑みて L 型モデ

ルで思い切り尖った大学づくりを目指すべきである

・地方大学が G 型モデルで戦えるとすれば、それは総合大学モデルではなく、ごくご

く一部の学部、学科であり、やはり思い切り尖った大学となる必要がある

・いずれも産学連携は当たり前、いや産学協創型の高等教育機関への劇的に変革する

ことが必須

５．実現上の課題：大学組織を「経営」を基本軸に根本的に改革すること

・現在進行中の「新たな実践的高等教育機関」の創設を少しでもはやく軌道に乗せる

こと

・既存の大学については、もう一段深いガバナンス改革が必須

・理事会と学長の権限を異次元で強化して、学部学科、研究室の改廃、教授教官の入

れ替えをダイナミックに行えるようにすべき（これを「学問の自治」や「大学の自治」

に反すると頓珍漢なことを言っている大学人がたくさんいるが、理事会と学長が思い

切り強いスタンフォード大学やＭＩＴの方が継続的にたくさんのノーベル賞を取って

いる現実を直視すべき。「大学の自治」とは「教授会の自治」や「教授の地位の神聖不

可侵」のことではない）

・多くの大学で行われている、実質的に教員たちの選挙で学長を選ぶという悪弊・悪

習を禁止すべき（大学は教員の専有物ではなく、社会全体を含むステークホルダーの

ためのものであり、ある意味、もっとも利益相反性が高い教員が大きな影響力を持つ

というのは極めて不健全）

・有能な学長が長く「経営」できるようにすることも重要（今世紀になってからスタ

ンフォード大学の学長はジョン・ヘネシーただ一人）

・L型指向、実践教育指向の改革に対する最大抵抗勢力である、地方大学で中央の有名

大学のポスト待ちをしている世界的にみればその多くが二流、三流の学者連中の影響

力排除（裏返して言えばそういう人たちの実践教育者としての再訓練プログラムの整

備・・・分かりやすく言えば、英文学の先生が TOEIC や TOEFL の得点アップ教育の

名人になってもらうための再訓練）
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の

組
織

が
あ

り
ま
す

。
C
H
E
A
自
身

も
、
組
織

し
て

い
る

国
際
的
質

保
証

グ
ル

ー
プ

 
(
CI
Q
G
)
に

よ
っ

て
、
世
界

中
の

認
定

機
関

や
品
質

保
証

組
織

と
連

携
し

米
国

の
高

等
教

育
の

国
際

通
用

性
を

維
持

し
て

い
る

組
織

で
あ

り
ま

す
。
 

我
が

国
の

認
証
評

価
は

云
わ

ば
こ

の
ア

ク
レ

デ
ィ

テ
ー

シ
ョ

ン
を

導
入

し
ア

フ
タ

ー
ケ

ア
が

終
了

し
た

後
、
大

学

団
体
が

設
立

し
た

認
証

評
価

機
関

に
よ

っ
て

評
価

判
定

を
受

け
て

教
育

の
質

保
証

を
公

表
す

る
仕

組
み

で
す

が
、

先
に

述
べ

ま
し

た
よ

う
に

認
証

評
価

に
は

文
科

省
の

よ
う

な
指

導
力

は
あ

り
ま

せ
ん

。
 

前
述

の
と

お
り
、
既

設
の

大
学

は
、
事

前
規

制
と

事
後

チ
ェ

ッ
ク

、
そ

し
て

7
年

毎
の

認
証

評
価

を
受

審
し

て
お

り
教

育
の

質
保
証

を
社

会
に

公
表

し
て

お
り

ま
す

の
で
、
改

組
転

換
に

お
け

る
手

続
き

を
更

に
簡

素
化

を
す

る
こ

と
が

考
え

ら
れ
ま

す
が
、
一

方
で
学

位
の

専
攻

分
野

の
名
称

な
ど
課

題
も

あ
る

こ
と

か
ら

、
簡
素

化
と

合
わ

せ
て

認
証

評
価

機
関
に

一
定

の
指

導
力

を
持

た
せ
、
米

国
の

ア
ク

レ
デ

ィ
テ

ー
シ

ョ
ン

の
よ

う
に

新
た

な
学

部
学

科
の

認
証

評
価

機
関
へ

認
証

評
価

候
補

校
と

し
て

認
定

を
受

け
、
完
成

年
度

を
終

え
て

の
認

証
評

価
の

受
審

お
よ

び
結

果
の

公
表

を
義

務
付

け
る

こ
と

に
し

た
ら

ど
う

で
し

ょ
う

か
。
 

・
学
長
の
選
考
、
権
限
の
あ
り
方
 

米
国

の
場

合
、
学

長
の
選

考
は
、
地

域
社
会

か
ら

選
ば

れ
た

理
事

で
構

成
す

る
理

事
会

が
一

般
公

募
し

て
応

募
者

の
中

か
ら

選
考
し

、
さ

ら
に

学
長

の
権

限
は

人
事

組
織

を
入

れ
替

え
で

き
る

な
ど

の
大

き
な

権
限

が
あ

る
州

立
大

学
も

あ
り

ま
す
。
こ

れ
も

、
大

学
が

立
地

し
て

い
る

地
域

性
、
及

び
設

立
の

趣
旨

、
大

学
の

ミ
ッ

シ
ョ

ン
な

ど
大
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学
の

自
身

の
特

色
、

個
性

で
あ

る
と

考
え

ま
す

。
 

我
が

国
の

私
立
大

学
の

場
合

、
学
長
は
理

事
会
で

選
考

す
る

規
程

が
多

い
と

思
い

ま
す

。
そ

し
て

、
理

事
会

は
、

私
立

学
校

法
の
規

定
に

よ
り

役
員

の
同

族
制

限
も

あ
る

の
で

、
ガ

バ
ナ

ン
ス
は
確

保
で

き
て

い
る

と
思

い
ま

す
。

ま
た

、
学

長
と

し
て

選
考

さ
れ

る
条

件
で

は
、
建

学
の

精
神

を
継

承
で

き
る
、
創

立
者

の
教

育
理

念
を

理
解

尊
重

で
き

る
、
大
学

の
伝

統
と

特
色

を
重

ん
じ

る
こ

と
が

で
き

る
、
私
学

教
育
の

特
性

を
理

解
で

き
る

教
育

者
で

あ
る

な
ど

が
あ

げ
ら
れ

、
所
謂
「

経
営

改
革

」
に

長
け

て
い

る
学

長
の

イ
メ

ー
ジ

と
は

程
遠

い
も

の
で

あ
り

ま
す

が
私

学
に

と
っ

て
は
需

要
な

要
素

で
あ

り
ま

す
。
私

学
は
こ

の
よ
う
な

学
長

の
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

に
よ

っ
て

組
織

全
体

で
大

学
改

革
を
進

め
て

お
り

、
学

長
の

権
限

の
あ

り
方

は
、

平
成

2
7
年
度

の
学

校
教

育
法

の
改

正
で

整
備

さ
れ

た
の

で
問

題
な

い
と

思
い

ま
す

。
 

・
ガ
バ
ナ
ン
ス
改
革
の
あ
り
方
 

殆
ど

の
私

学
が

透
明

性
の

高
い

学
校

経
営

が
確

保
で

き
て
い

る
に

も
関

わ
ら

ず
ガ

バ
ナ

ン
ス
改

革
が

問
題

視
さ

れ
て

い
る

の
は
、
定

員
未

充
足

に
よ

る
経

営
の

悪
化

や
、
一

部
の

私
学

に
お

い
て

、
代

表
者

が
高

等
教

育
に

対
す

る
認

識
の

あ
ま
い

ま
ま

に
経

営
の

名
の

も
と

に
代

表
権

を
行

使
し

て
い

る
か

ら
で

あ
る

か
ら

だ
と

お
も

い
ま

す
。

し
た

が
っ

て
平
成

16
年

の
改
正

私
立

学
校

法
で

ガ
バ

ナ
ン
ス
改

革
は

十
分

で
あ

る
と

考
え

て
い

ま
す

が
、

一
層

の
ガ

バ
ナ

ン
ス
を

求
め

る
と

す
れ

ば
、
教

学
に

お
け

る
ガ
バ

ナ
ン
ス

の
改

革
が

重
要

で
あ

る
と

考
え

ま
す
。
大

学

は
、
学

生
の

学
習

成
果

を
中

心
に

し
た

質
保

証
の

た
め
の
査

定
に

よ
っ

て
教

育
の

向
上

充
実

を
実

現
し

な
け

れ
ば

な
り

ま
せ

ん
。
特

に
教

育
課

程
に

お
い

て
重

要
な

役
割
を
担

う
教

員
の

教
育

能
力

の
査

定
な

ど
内

部
質

保
証

に
対

し
て

指
導

力
の

あ
る

ガ
バ

ナ
ン

ス
の

強
化

が
必

要
で

あ
る
と
考

え
ま

す
。
 

〇
東
京
の
大
学
の
学
部
学
科
の
新
増
設
を

抑
制
す
る
場
合
の
具
体
的
方
策
 

・
新
た
な
学
部
学
科
の
設
置
に
伴
い
、
既

存
の
学
部
学
科
を
改
廃
す
る
た
め
の
現
実

国
際

通
用

性
（

教
育

の
質

保
証

）
の

観
点

か
ら

前
述

し
た

内
容

と
同

様
で

す
。
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的
な
方
策
（
再
掲
）
 

・
例
外
扱
い
の
範
囲
 

（
既
存
学
部
の
改
廃
に
よ
る
新
学
部
学
科

の
設
置
、
社
会
人
、
留
学
生
な
ど
）
 

〇
東
京
圏
の
大
学
と
地
方
大
学
の
連
携
の

具
体
的
方
策
 

・
単
位
互
換
制
度
 

・
地
方
大
学
に
お
い
て
、
東
京
圏
の
大
学

が
サ
テ
ラ
イ
ト
キ
ャ
ン
パ
ス
を
設
置
す
る

方
式
 

・
早
稲
田
大
学
の
北
九
州
キ
ャ
ン
パ
ス
方

式
 

単
位

互
換

制
度
は

、
現

在
、
設

置
基

準
上

、
大
学

で
6
0
単

位
、
短

期
大
学

で
は

3
0
単

位
ま

で
を

他
の

大
学

等
で

修
得

し
た

単
位
を

認
め

る
こ

と
が

で
き

る
こ

と
に

な
っ

て
い

ま
す
。
専

門
の

免
許

や
資

格
を

取
得

す
る

大
学

や
短

期
大

学
の

場
合
、
認

め
る

単
位

は
授

業
内

容
な

ど
シ

ラ
バ

ス
の

内
容

を
見

て
判

断
す

る
こ

と
に

な
り

ま
す

が
、
そ

の
他

の
大

学
や

短
期

大
学

の
場

合
、

授
業

科
目

名
の

近
い
授
業

科
目

で
認

定
す

る
こ

と
も

で
き

ま
す

。
 

東
京

圏
の

大
学

と
地

方
大

学
の

連
携

の
具
体

的
方

策
 

東
京

圏
の

大
学
が

地
方

に
進

出
し

て
来

る
場

合
、
地

方
に

根
ざ

し
た

特
色

あ
る

大
学
・
短

期
大
学

が
な

く
な

る
恐

れ
が

あ
る

の
で

十
分

な
配

慮
が

必
要

で
あ

る
と

考
え

ま
す

。
 

ま
た

、
短

期
大

学
に

は
卒

業
後

大
学

改
革

支
援
・
学

位
授
与

機
構

が
認

定
し

た
専

攻
科

を
修

了
し

て
学

士
の

学
位

を
当

機
構

か
ら

授
与

さ
れ

る
制

度
も

あ
る

の
で

東
京

圏
の
大

学
が

地
方

に
進

出
し

て
来

る
こ
と

に
よ

っ
て

学
生

が
入

学
し

な
く

な
る

恐
れ

が
あ

る
の

で
十

分
な

配
慮

が
必
要

で
あ

る
と

と
も

に
専

攻
科

の
活
用

も
検

討
し

て
い

た
だ

き
た

い
と
考

え
ま

す
。
こ

の
場

合
、
短

期
大

学
の

本
科

を
前

期
課

程
、
認

定
専
攻

科
を

後
期

課
程

と
す

る
大

学
に

す
る

こ
と

も
専

門
職

大
学

の
制

度
化

に
鑑

み
る

と
可

能
で

あ
る

と
考

え
ま

す
。
 

以
上

、
地

方
の

大
学
・
短

期
大

学
か

ら
み

た
不

安
事

項
、
短

期
大

学
の

前
期

課
程
・
後

期
課

程
を

基
本

と
し

た
大

学
と

す
る

制
度
化

の
要

望
を

申
し

上
げ

た
上

で
、
設
置

し
て

い
る

東
京

圏
の

大
学

と
地

方
大

学
の

連
携

の
具

体
的

方
策

を
以

下
に

述
べ

ま
す

。
 

設
置

し
て

い
る
東

京
圏

の
大

学
と

地
方

大
学

の
連

携
の

具
体

的
方

策
と

し
て

は
、
例
え

ば
地

方
の
短

期
大
学

と
連

携
し

て
東

京
圏

の
学

部
学

科
の

教
育

課
程

を
短

期
大

学
の
キ

ャ
ン

パ
ス

で
実

施
す

る
な

ど
の
提

携
を

し
て

卒
業

者
に

学
士

の
学
位

を
授

与
す

る
な

ど
が

考
え

ら
れ

ま
す
。
北

米
圏
で

は
ユ

ニ
バ

ー
シ

テ
ィ
・
カ

レ
ッ

ジ
と
し

て
呼
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ば
れ

て
い

ま
す
。
ア
ク

レ
デ

ィ
テ

ー
シ

ョ
ン

に
よ

っ
て

修
得

し
た

単
位

も
質

保
証

さ
れ

て
い

る
の

で
単

位
互

換
制

度
も

充
実

し
て
い

ま
す
。
そ

も
そ
も

単
位

互
換

制
度

は
、
大

学
か

ら
他

の
大

学
へ

転
学
、
短

期
大

学
か

ら
大

学
へ

編
入

学
す

る
場
合

に
そ

れ
ま

で
に

修
得
し

た
単
位

を
認

定
す

る
た

め
に

設
け
ら
れ

た
制

度
で

あ
り

、
こ

の
場

合
、

そ
の

修
得

単
位

の
質

保
証

が
重

要
で

あ
り

ま
す

。
 

我
が

国
に

お
い
て

も
単

位
互

換
制

度
の

国
際

通
用

性
を

確
保

す
る

た
め

に
は
、
認

証
評

価
に

お
い

て
単

位
修

得
の

評
価

判
定

を
強

化
す

る
必

要
が

あ
る

と
考

え
ま

す
。
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2017.4.18. 

増田 寛也 

地方大学の振興及び若者雇用等に関する有識者会議 

「検討の方向案」に対する意見 

１ 「地方大学の振興」及び「東京の大学の新増設の抑制」については、是非

原案の方向で取りまとめていただきたい。 

２ 東京の大学の新増設の抑制については、東京 23区において現状以上の定員

増を認めないということであり、総定員の範囲内であれば、既存の学部の改

廃等により、新たな学部・学科を新設することは容認するものである。 

しかも、2015年度時点で東京都の大学の定員（15.1万人）は既に入学者数

（14.9万人）を上回っていることに加え、2016、2017年度でも相当数の定員

増が認可されており、さらに 2018年度も相当数の定員増が認可される見込み

である。 

以上のような状況からすると、今後東京の大学の新増設の抑制をしたとして

も、東京において学生の選択肢が狭まるような状況にはならないと考えられる。 

３ むしろ、今後の 18歳人口の急減や地方大学の経営の悪化状況を踏まえると、

東京の大学の定員増を認めないという措置に加えて、定員削減を行った場合

のインセンティブ措置も必要であると考える。 

４ 若者の雇用機会の創出については、本社機能の地方移転、地方採用枠、地

域限定社員等の実施状況や推進する上での課題などを分析し、必要な対策を

講ずる必要がある旨を明記していただきたい。 

 また、これらについて、各経済団体に対しては、ハイレベルでの働きかけ

をお願いしたい。 
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東
京

都
の

大
学

進
学

者
が

一
定

と
し

た
場

合
の

将
来

推
計

○
仮

に
、

現
在

の
大

学
進

学
率

（
5
1
.5

％
）
及

び
東

京
都

の
大

学
進

学
者

数
（
1
4
.9

万
人

）
が

将
来

も
維

持
さ

れ
る

と
し

た
場

合
、

地
方

圏
の

大
学

の
進

学
者

数
は

大
幅

に
減

少
し

か
ね

な
い

。
（
2
0
1
5
年

度
4
6
.9

万
人

→
 2

0
4
0
年

度
2
6
.3

万
人

）

○
そ

の
場

合
、

地
方

圏
の

大
学

の
定

員
数

が
維

持
さ

れ
る

と
す

れ
ば

、
大

幅
な

定
員

割
れ

が
生

じ
う

る
。

（
2
0
4
0
年

度
4
0
％

の
定

員
割

れ
）

※
第

１
回

地
方

大
学

の
振

興
及

び
若

者
雇

用
等

に
関

す
る

有
識

者
会

議
資

料
２

の
デ

ー
タ

を
基

に
作

成

※
2
0
3
0
年

度
、

2
0
40

年
度

に
つ

い
て

は
、

下
記

の
仮

定
に

よ
り

推
計

・
進

学
者

数
は

、
大

学
進

学
率

が
5
1
.5

％
（
2
0
15

）を
維

持
す

る
と

仮
定

し
て

、
1
8
歳

人
口

か
ら

推
計

・
東

京
都

の
定

員
数

は
1
5
.1

万
人

（
2
0
15

）、
進

学
者

数
は

1
4.

9
万

人
（2

01
5）

を
維

持
す

る
と

仮
定

・
そ

の
他

の
道

府
県

の
定

員
数

は
4
4
.0

万
人

（
2
0
15

）を
維

持
す

る
と

仮
定

・
そ

の
他

の
道

府
県

の
進

学
者

数
は

、
進

学
者

総
数

か
ら

東
京

都
の

進
学

者
数

を
差

し
引

い
て

推
計

学
生

の
シ

ェ
ア

学
生

の
シ

ェ
ア

学
生

の
シ

ェ
ア

1
2
0
.0

1
0
1
.0

8
0
.0

6
1
.8

1
0
0
%

5
2
.0

1
0
0
%

4
1
.2

1
0
0
%

A
　

定
員

数
（
万

人
）

1
5
.1

1
5
.1

1
5
.1

B
　

進
学

者
数

（
万

人
）

1
4
.9

2
4
%

1
4
.9

2
9
%

1
4
.9

3
6
%

B
/
A

（
％

）
9
8
%

9
8
%

9
8
%

C
　

定
員

数
（
万

人
）

4
4
.0

4
4
.0

4
4
.0

D
　

進
学

者
数

（
万

人
）

4
6
.9

7
6
%

3
7
.1

7
1
%

2
6
.3

6
4
%

D
/
C

（
％

）
1
0
7
%

8
4
%

6
0
%

2
0
1
5

2
0
3
0

2
0
4
0

東
京

都

そ
の

他
の

道
府

県

年
度

1
8
歳

人
口

（
万

人
）

進
学

者
総

数
（
万

人
）

28


	7-0 頭紙
	7-11 委員からの意見等資料
	7-1 石井委員提出資料
	7-2 石田委員提出資料
	7-3 鎌田委員提出資料
	1
	2
	3
	4

	7-4 黒田委員提出資料
	7-5 冨山委員提出資料
	7-6 原田意見提出資料
	7-7 増田委員提出資料
	1 第5回大学有識者会議（増田資料①）
	2 第5回大学有識者会議（増田資料②）
	スライド番号 1

	3 290411読売新聞35面





